
為替週間展望＝ドル円は高値圏で一進一退の動きか

　　　　　　　　　　［７月２０日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    7 月 13 日～ 7 月 17 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  161.72   162.55(16)    161.63(13)    162.23   +0.55

ユーロ・ドル  1.1419   1.1483(15)    1.1378(13)    1.1448   +0.0032

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    64,141.12    -4416.61     日本10年債利回り   2.703   -0.040

ダウ平均株価    52,552.97      -84.04     米10年債利回り     4.553   -0.008

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２０日　ＮＺ６月貿易収支

　　　　英７月ライトムーブ住宅価格

　　　　独６月生産者物価指数

　　　　カナダ６月消費者物価指数

　　　　米６月景気先行指数

２１日　ＮＺ第２四半期消費者物価指数

　　　　英６月雇用統計

　　　　独７月ＺＥＷ景況感指数

２２日　日本６月貿易収支

　　　　英６月消費者物価指数、英６月生産者物価指数、英６月小売物価指数

２３日　豪６月雇用統計

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　カナダ５月小売売上高

　　　　米新規失業保険申請件数

２４日　日本６月消費者物価指数

　　　　英６月小売売上高

　　　　独７月製造業ＰＭＩ速報値、独７月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏７月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏７月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　英７月製造業ＰＭＩ速報値、英７月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　カナダ６月鉱工業製品価格

　　　　米７月製造業ＰＭＩ速報値、米７月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　米６月新築住宅販売件数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】中東情勢の不透明感が再燃しつつあり、ドル円は堅調な流れが続く

とみられる。その一方で日本の金融当局によるドル売り円買い介入への警戒感がドル円

の上値を抑える要因となりそうだ。こうした中、ドル円は高値圏での神経質な動きにな

ると予想した。

　　　　

【ドル円は１６２円台での振幅が継続】

　１４日発表の６月の米消費者物価指数は、前年比は＋３．５％と、市場予想の＋３．

８％や前回値の＋４．２％を下回った。コア前年比は＋２．６％となり、市場予想の＋

２．８％や前回値の＋２．９％を下回った。米消費者物価指数の下振れを受けて、米長

期金利が低下するとともにドル売りの動きとなった。米１０年債利回りが４．５８７％

前後まで低下する中、ドル円は一時１６１．６０台まで下落した。

　　

　同日の米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）のウォーシュ議長の議会証言では、「インフ
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レの高止まりを容認しない」姿勢を示した。また、「中央銀行での私の目標は政治を排

除することだ」と述べ、ＦＲＢの政治からの独立性を強調した。ウォーシュ議長のやや

タカ派的な発言を受けて、ドル円は１６２．２０台まで買い戻された。

　　

　１５日の６月の米生産者物価指数は、前年比＋５．５％と、前回の＋６．０％（＋

６．５％から下方修正）、および市場予想の＋６．２％を下回った。コアＰＰＩの前年

比は＋４．７％と、前回の＋４．６％（＋４．９％から下方修正）を上回ったものの、

市場予想の＋５．１％を下回った。ドル円は１６２．２０近辺から１６１．９０近辺ま

でドル安に振れた。米消費者物価指数の時と比べると値動きは限定的なものにとどまっ

た。

　　

　１６日のＮＹ市場では、米新規失業保険申請件数が市場予想を下回った（雇用が堅

調）ことやフィラデルフィア連銀景況指数が市場予想から上振れしたことなどから、ド

ル円は１６２．５５近辺まで上昇した。足元のドル円はおおむね１６２円台を中心とす

るもみ合いが続いている。

　　

　一方、米国とイランの対立激化を背景に、ＮＹ原油先物相場が一時８１ドル台まで上

昇。インフレへの警戒感が再燃しつつあるほか、有事のドル買いもドルの下値を支える

要因となっている。

　　

【中東情勢に関するニュースヘッドラインに注目】

　７月２０日の週に予定される日米の経済指標やイベントには、２０日の米６月景気先

行指数、２２日の日本６月貿易収支、２３日の米新規失業保険申請件数、２４日の日本

６月消費者物価指数、米７月製造業ＰＭＩ速報値、米７月サービス業ＰＭＩ速報値、米

６月新築住宅販売件数などがある。

　　

　２０日の週は材料が比較的乏しいものの、個別の経済指標の動向、米国とイランをめ

ぐる中東情勢に関するニュースヘッドライン、また本格化する米企業決算を受けての株

価や米長期金利の動向などが為替市場に影響を与えるとみられる。

　　

　６月の米消費者物価指数も米生産者物価指数は、いずれも市場予想や前回値を下回る

結果となり、インフレへの警戒感は和らいだ。ただ、中東情勢の不透明感が再燃してお

り、原油価格は再び上昇に転じており、この動きが長期化して物価情勢に影響を与える

ようになると、次回以降の物価指標に改めて上昇圧力がかかることになる。

　　

　ドル円は底堅い動きが継続するとみられる。上昇した場合は７月１日の高値（１６

２．８４円）を試す可能性がある。ただ、ここに迫るか超えてくるようだと、日本の金

融当局による為替介入への警戒感が高まり、上値を抑えられそうだ。こうした中、ドル

円は高値圏で一進一退の推移が続くとみられる。目先の予想レンジは１５９．００～１

６３．５０円。

　　

【ＥＣＢ理事会では政策金利は据え置きか】

　２３日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、政策金利は据え置きとなる可能性が高

い。６月のＥＣＢ理事会で０．２５％の利上げを実施しており、今回はこの影響を見極

める回との見方が広がっている。また、６月中に原油価格が下落に転じて一時７０ドル

を割り込んだこともあり、インフレ再燃への懸念は一服。追加利上げを急ぐ必要性は薄

れている。

　　

　市場では次回利上げは９月との見方が広がっており、今回の理事会やその後のラガル

ド総裁の記者会見で次回以降の利上げに関する示唆やヒントが示されるかが注目され

る。仮に利上げへの示唆があったとしても、中東情勢への警戒感が再燃しており、有事

のドル買いを招きやすい地合いとなっており、ユーロドルはもみ合いでの推移にとどま

るとみられる。目先の予想レンジは１．１３００～１．１５５０ドル。

　　

　英国ではスターマー首相の後任として、バーナム下院議員の新首相就任が確実視され

ている。そうした中、次期財務相にマフムード内相を選ぶ見通しと報じられた。財政規

律を重視する人選との見方からポンド買いの動きが優勢となっているほか、米消費者物

価指数や米生産者物価指数の下振れを受けた全面的なドル安の流れも追い風となり、ポ

ンドドルは１．３５台まで上値を伸ばした。その後は短期間で上昇の反動から伸び悩み



を見せている。足元のポンドドルは底堅い推移が続いており、一段と上値を追う展開と

なりそうだ。目先の予想レンジは１．３３５０～１．３６５０ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標やイベントとしては、２０日のＮＺ６月貿易収支、英７月

ライトムーブ住宅価格、独６月生産者物価指数、２１日のＮＺ第２四半期消費者物価指

数、英６月雇用統計、独７月ＺＥＷ景況感指数、２２日の英６月消費者物価指数、英６

月生産者物価指数、英６月小売物価指数、２３日の豪６月雇用統計、欧州中央銀行（Ｅ

ＣＢ）政策金利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、２４日の英６月小売売上高、独７月製

造業ＰＭＩ速報値、独７月サービス業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏７月製造業ＰＭＩ速報

値、ユーロ圏７月サービス業ＰＭＩ速報値、英７月製造業ＰＭＩ速報値、英７月サービ

ス業ＰＭＩ速報値などが発表される。
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